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ソリューション事業の拡大による
高収益体質への転換。

「WebRings Plus」で
自治体のマイナンバー対応を
強力バックアップ。

代表取締役社長

株主の皆様へ

2014年度の国内景気は緩やかな回復基調を
見せたものの、情報サービス産業においては、
企業のソフトウェア投資見通しなど一部不透
明な状況で推移しました。こうした事業環境
の下、当社は新規顧客の開拓等の営業活動を
強化するとともに、中長期的な成長を視野に入
れた新たなソリューションの開発に注力しつつ、
受注高・売上高の拡大に努めてまいりました。

2014年度の受注高は、金融分野が好調に推
移したものの、産業・公共分野が低調となり、

381億11百万円（前期比9.2%減）となりまし
た。特に公共分野では高い伸びを期待してい
ましたが、社会保障・税番号（マイナンバー）
制度を控え、自治体にシステム更新および入
札の先送りが見られました。

売上高は、公共分野で170億56百万円（同
23.1％増）と、同分野の過去最高売上高を更
新したことに加え、金融分野も140億11百万
円（同5.8%増）となり、全社では388億55百万
円（同10.7%増）と2桁の増収になりました。

損益面では、公共分野での想定以上の原価
増などにより、営業利益は19億49百万円（同
2.6%増）に留まり、経常利益は19億86百万

円（同2.6%増）となりました。当期純利益は
2015年度からの法定実効税率引下げに伴い、
繰延税金資産の取り崩し3億62百万円が発生
したため、8億47百万円（同19.6%減）とな
りました。

当社グループでは、高収益体質への転換に
向けた取り組みを継続しています。現在当社
の主要ドメインでもある公共・金融分野のビ
ジネスの拡大が顕著であり、これに対応する
ため、部門間リソースのシフトを進めていま
す。なお、当社グループにとって2015年度の
最大のミッションは、マイナンバー制度に対
応した、総合行政情報システム「WebRings 
Plus（ウェブリングスプラス）」の拡販に加え、
全国の取引自治体の新制度への対応を着実に
サポートすることであり、そのための体制整
備を進めています。

さらに、これらの取り組みから派生する
様々なビジネス機会を取り込み、総合的BPO
事業の立ち上げ、パッケージを中心とする
ソリューション事業の拡大につなげ、ストック
ビジネスの強化を図ります。

また、他企業とのアライアンスを活用し、

自治体が管理する様々なビッグデータの分析
や省エネ・環境分野など、引き続き新規事業
の創生にも努めます。

本年6月26日開催の当社定時株主総会にて
承認可決いただきましたとおり、今後の中長
期に亘る資本政策の柔軟性・機動性を高める
ため資本金・資本準備金を減少し「その他資
本剰余金」に振り替えることで分配可能額を
大幅に拡充しました。これを原資に、今後2年
程度をかけ、総額100億円（予定）の自己株
式取得を実施してまいります。これにより、
資本効率の向上と株主還元の強化に努め、
2017年度中にROE（株主資本利益率）5%以
上を達成することを目指します。

また、東京都港区赤坂の土地・建物の売却
を決定しました。今後とも保有資産の有効活
用や整備を検討し、ROEの構成要素である
ROA（総資産利益率）の改善に向けた取り組
みを進めてまいります。

引き続き企業価値の向上に尽力してまいり
ますので、ご支援を賜りますよう、よろしく
お願い申しあげます。

受注環境は不透明ながら
金融・公共分野が牽引し２桁増収。

資本効率向上と株主還元強化にも着手。

高収益体質への転換に向けた
取り組みを継続。
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受注高は、生保・銀行を中心に金融分野が好調に推移

公共分野で過去最高の売上高を達成

当期純利益は、法人税率引下げに伴う繰延税金資産の取り崩しが 
発生したため減少

第52期 第53期

業種別事業概況

38,855
百万円

35,112
百万円

決算ハイライト

当
期
の
ポ
イ
ン
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5.8％増前期比

■ 産業分野の売上高は、前期比2.8％減の77億87百万円となりま
した。

■ 主に一括開発案件の減少により、減収となりました。

産業分野

2.8％減7,787 百万円売上高 前期比

■ 金融分野の売上高は、前期比5.8％増の140億11百万円となりま
した。

■ 主に生保・銀行向け機器販売等が増加したことにより、増収となり
ました。

金融分野

14,011 百万円売上高

■ 公共分野の売上高は、前期比23.1％増の170億56百万円となりま
した。

■ 主に自治体向けシステム開発が好調であったことから増収となり、同
分野としては過去最高の売上高を達成しました。

公共分野

23.1％増17,056 百万円売上高 前期比

法人税率引き
下げの影響
3億62百万円
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社会保障・税番号（マイナンバー）制度の動向
「社会保障・税番号（マイナンバー）制度」は、住民票を有する全ての人に一人ひとつの番号を付して、複数

の機関に存在する個人の情報を同一人物の情報であることの確認を行い、連携させる社会インフラです。
各種行政機関に散在している情報を連携させることで、社会保障・税制度の効率性・透明性・利便性を高め、 
公平・公正な社会の実現を目指すものとなっています。情報の利用促進、自治体職員の業務効率の向上に 
より、住民一人ひとりの状況にあった行政サービスが提供されるようになると期待されています。

2015年6月、上場企業を対象とした企業統治指針「コーポレートガバナンス・コード」が施行されました。
コーポレートガバナンスの強化は、「日本再興戦略」にも謳われている国家施策であり、本コードによって、
上場企業が守るべき行動規範を明確にすることで、企業家精神の発揮を促し、持続的な成長と中長期的な
企業価値の向上を図ることに主眼を置いています。

収益力と資本効率を測るひとつの指標として、ROE（株主資本利益率）の向上が念頭に置かれており、上場 
企業は改めて、自社の経営理念やステークホルダーとの関係を外部の視点から見直し、自社に合った考え方を 
確立することが求められています。

当社も中長期的な企業価値向上を図るには、受注高・売上高の拡大と収益率の向上による持続的な成長や
資本効率の向上が重要であると考えており、これらの推進指標としてROE 5%以上を目標に定めています。
今後も収益力を意識した経営を実行するとともに、以下のような取り組みを通じて、上場企業としての社会
的責任を果たしてまいります。

当社は企業の情報システム担当者のためのお役立ちサイト
「たぷるとぽちっと」をオープンしました。「たぷるとぽちっと」
では、システム構築に携わる人達のあるあるネタやお悩み、
情報システムの知恵袋やお役立ちツールのご紹介など、
システム担当者にとって身近な情報を発信していきます。

「たぷるとぽちっと」のネーミングは、スマートフォンなどを
指で操作することを表す“タップする”とパソコンのマウスの
クリック音“ぽちっ”を組み合わせて誕生しました。どうぞ

「たぷぽち」と呼んでください。

コーポレートガバナンスの強化

システム担当者向けお役立ちサイト「たぷるとぽちっと」をオープン

当社はマイナンバー制度に対応し、様々なデータ連携を可能にするシステム
として「WebRings」を進化させた「WebRings Plus」を2013年11月にリリースし
ました。「WebRings Plus」の販売強化を通じて、自治体のスムーズな新制度へ
の移行をサポートしてまいります。

●コーポレートガバナンス・コードへの対応
１「株主の権利・平等性の確保」
２「株主以外のステークホルダーとの適切な協働」
３「適切な情報開示と透明性の確保」
４「取締役会等の責務」
５「株主との対話」

●ROE向上のための資本政策
分配可能額の大幅拡充（205億円）
約100億円の自己株式取得を計画

●複数社外取締役の導入 
●情報開示の充実

特集 トピックス

●マイナンバー制度導入までのスケジュールとアイネスの取り組み

2015年10月
マイナンバーの
通知

2016年1月
マイナンバーの
利用開始

2017年1月
「情報提供ネットワーク
シ ス テ ム 」と「 マ イ・
ポータル」の運用開始

2017年7月
「情報提供ネットワー
クシステム」と「マイ・
ポータル」に地方公共
団体も参加

受注拡大に
向けた
取り組み

マイナンバー
制度導入までの
スケジュール

体制整備

関連
ビジネスの
展開

既存システムの改修需要

SEマルチ化、他部門からの要員シフト、パートナー会社とのリレーション強化

｢WebRings Plus｣による受注拡大

本格的なシステム更新需要が高まる見込み

住民向け窓口対応等マイナンバー対応のBPOビジネスの展開

民間マイナンバー
需要への対応
セキュリティ

ビジネスの展開

http://www.ines-solutions.com/URL

※ アイネスのコーポレートサイトからも、アクセスできます。

ア
イ
ネ
ス
の
取
り
組
み
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科　目 第53期
2015年3月31日現在

第52期
2014年3月31日現在

資産の部

流動資産 23,835 20,998
固定資産 38,043 38,162

有形固定資産 29,409 29,901
無形固定資産 2,909 2,741
投資その他の資産 5,724 5,520

資産合計 61,879 59,161

負債の部
流動負債 8,068 5,958
固定負債 10,565 10,058
負債合計 18,634 16,017

純資産の部

株主資本 43,528 43,420
資本金 31,457 31,457
資本剰余金 7,864 17,548
利益剰余金 4,271 6,045
自己株式 △ 65 △ 11,631

その他の包括利益累計額 △ 312 △ 343
新株予約権 — 37
少数株主持分 29 29
純資産合計 43,245 43,144
負債純資産合計 61,879 59,161

科　目
第53期

2014年4月  1日から
2015年3月31日まで

第52期
2013年4月  1日から
2014年3月31日まで

売上高 38,855 35,112
売上原価 31,573 27,779

売上総利益 7,281 7,332
販売費及び一般管理費 5,332 5,432

営業利益 1,949 1,900
営業外収益 81 87
営業外費用 44 51

経常利益 1,986 1,935
特別利益 38 36
特別損失 18 69

税金等調整前当期純利益 2,006 1,903
法人税、住民税及び事業税 1,019 836
法人税等調整額 139 13

少数株主損益調整前当期純利益 847 1,053
少数株主利益（△損失） △ 0 0

当期純利益 847 1,053

科　目
第53期

2014年4月  1日から
2015年3月31日まで

第52期
2013年4月  1日から
2014年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,650 1,667
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,774 △ 4,189
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 769 △ 585
現金及び現金同等物の増減額 106 △ 3,106
現金及び現金同等物の期首残高 8,171 11,278
現金及び現金同等物の期末残高 8,278 8,171

（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）

■ 連結貸借対照表 ■ 連結損益計算書

■ 連結キャッシュ・フロー計算書

（2015年3月31日現在）連結財務諸表 会社概要

■ 会社概要 ■ 役員（2015年6月26日現在）

■ グループ会社一覧

設 立 1964年7月

本社所在地 東京都千代田区三番町26番地
（本店所在地：横浜市都筑区牛久保三丁目9番2号）

上場取引所 東証第一部（証券コード9742）
資 本 金 15,000百万円（2015年6月26日現在）

従 業 員 数 1,374名（連結1,638名）
Ｕ Ｒ Ｌ http://www.ines.co.jp/
事業の内容 ● 情報処理・通信サービス

● ソフトウェア開発
● システム提供サービス
● その他システム関連サービス

取 締 役 代表取締役 森　　　悦　郎
取締役 當　山　　　稔
取締役 吉　村　晃　一
取締役 塚　原　　　進
取締役 鈴　木　栄二郎
取締役 高　野　克　司
取締役 濵　田　一　秀
取締役 西　村　昭　治

※取締役濵田一秀および西村昭治の両氏は社外取締役であります。

監 査 役 常勤監査役 田　所　正　夫
常勤監査役 打　込　愛一郎

監査役 仁　科　秀　隆
※監査役打込愛一郎および仁科秀隆の両氏は社外監査役であります。

執 行 役 員 社長 森　　　悦　郎
常務執行役員 當　山　　　稔
常務執行役員 吉　村　晃　一
常務執行役員 塚　原　　　進

執行役員 鈴　木　栄二郎
執行役員 高　野　克　司
執行役員 平　田　正　幸
執行役員 小　川　哲　也
執行役員 鈴　木　玲　子
執行役員 萬　野　哲　夫
執行役員 高　橋　文　彦

株式会社KDS
（人材派遣およびデータエントリー業務）
http://www.kds-net.co.jp/

株式会社アイ･エス･エス
（システム関連サービス）
http://www.k-iss.co.jp/

株式会社ＳＫサポートサービス
（セキュアセンターによるシステム運用）
http://skss.jp/

新日本システム・サービス株式会社
（システム運用およびソフトウェア開発）
http://www.shinnihonsys.co.jp/

愛寧寿信息系統（上海）有限公司
（上海におけるシステムの設計および開発）

愛寧寿信息系統（香港）有限公司
（香港におけるシステムの設計および開発）
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発行可能株式総数 175,477,400株
発行済株式総数 32,100,000株

（内 自己株式数　89,592株）
株主数 8,337名

株  主  名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 2,378 7.4

株式会社日立ソリューションズ 1,562 4.9
日本マスタートラスト信託
銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 1,528 4.8

ＲＢＣ　ＩＳＢ　Ａ／Ｃ　ＤＵＢ
ＮＯＮ　ＲＥＳＩＤＥＮＴ　－
Ｔ Ｒ Ｅ Ａ Ｔ Ｙ 　 Ｒ Ａ Ｔ Ｅ

1,400 4.4

アイネスグループ社員持株会 1,259 3.9
※ 持株比率は、上記自己株式を除いた株式数32,010,408株に

より算出しております。

決 算 期 3月31日
定 時 株 主 総 会 毎年6月に開催いたします。
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

（その他必要ある場合はあらかじめ公告い
たします）

公 告 当社ホームページにより公告いたします。
http://www.ines.co.jp/ir/koukoku.html

単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先 〒137-8081　
東京都江東区東砂7-10-11
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電 話 照 会 先 TEL. 0120-232-711（フリーダイヤル）

各種お手続きについて

1. 買増・買取請求その他住所変更などの各種お手続きにつきまし
ては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）
で承ります。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせ
ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する買増・買取請求のお手続き
や株主様の口座へのお振替手続きにつきましては、特別口座管
理機関の上記三菱UFJ信託銀行または同行全国各支店にお問い
合わせください。

3. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお
支払いいたします。

※特別口座とは、株券電子化実施日において「株式会社証券保管振
替機構（ほふり）」をご利用でない株主様（例：株券をご自宅や
貸金庫に保管されている方、株券が発行されていない単元未満株
式をお持ちの方）の権利を確保するために、当社が当該株主様の
名義で開設した口座です。

（2015年3月31日現在）（2015年3月31日現在）事業所一覧 株式状況／株主メモ

1  
本社

〒102-0075
東京都千代田区三番町26番地 
TEL.03-6261-3400

2  
横浜事業所

〒224-8507
横浜市都筑区牛久保3-9-2 
TEL.045-912-5500

3  
川崎事業所

〒213-8585
川崎市高津区二子6-13-10 
TEL.044-812-1151 

4  
関東サービス
センター

〒343-0041
越谷市千間台西1-3
TEL.048-973-5101

5  
赤坂オフィス

〒107-8427
東京都港区赤坂6-11-1
TEL.03-3505-6131

6  
北海道支社

〒060-0042
札幌市中央区大通西9-3
TEL.011-222-1302

7  
東北支社

〒980-0802
仙台市青葉区二日町13-18 
TEL.022-265-7401 

8  
中部支社

〒450-0003
名古屋市中村区名駅南1-17-23 
TEL.052-566-3001

9  
関西支社

〒541-0048
大阪市中央区瓦町1-4-8 
TEL.06-6203-1430

10 
中国支社

〒732-0053
広島市東区若草町9-7
TEL.082-261-5301

11 
九州支社

〒812-0011
福岡市博多区博多駅前3-2-1 
TEL.092-235-1611

12 
シンガポール支店

50 Raffles Place,
#32-01 Singapore Land Tower,
Singapore 048623

6

7

4
8

9
11

10

2

5
3

1

12

国内

海外
金融商品取引業者

2.8％
その他の法人
7.5％

金融機関
24.4％

外国法人等
32.9％

個人・その他
32.4％

32,010,408株

自己株式を除いた
発行済株式数

■ 株式の状況 ■ 株主メモ

■ 大株主

■ 所有者別分布状況

※ 当社は、2014年11月13日付けで自己株式を15,900,000株
消却しております。
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